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1 .本書の模要

本書は、 2000年6月から 3年間にわたっての日本教育経営学会における課題研究「学校経営研究

における臨床的アプローチの構築j の成果である。 r臨床的Jという概念の使用について、本書の

冒頭では、 「学校経営の実践にとって“役に立つ"研究のあり方を考え、そのための研究方法論を

検討し試行Jする際に、 「学校経営研究者と現場との関係性や、役に立つ研究を生み出すような研

究方法を『象徴的に示す表現』としてあえて『臨床的アプ口ーチ』という言葉を使用したJ(i頁)

とある。その背景にあるのは「本来実銭学であるべき学校経営研究が学校現場での認知度が低く、

またその研究知が現場で、有効と見なされていない、という現状認識J(i頁)である。

f縞床教育学Jなど、 「臨床j という概念は近年教育学分野でも盛んに用いられるようになった

が、学校経営研究における臨床的アプローチとはいかなる研究方法を意味するのか。本書が追究し

た課題とその成果に関する評釈を以下で試みることとしたい。

2.本書の構成

全体は5章で構成されている。第 1章の「問題の所在Jでは、学校経営研究者による rIi'研究知』

が、学校現場との 1)アルな現実や実践者自身の経験知などとの間にほとんど交流関係を持たないま

まに生み出されJ ( 3頁)てきたことから、具体的な問題が生じた場合でも、学校現場では学校経

営研究の成果に対して期待や関心を寄せていない、すなわち「学校経営研究は実践者から認知され

ていないJ (4頁)との自己批判が展開されている。その上で「ほんものの理論j を追及するため

の「研究 w 実践関係の再構築J (10頁)の必要性について言及されている。第2章の「研究ー実践

の関係性Jでは、研究と実践の両者がこれまで黍離してきた状況について明らかにするとともに、

学校経営研究における実践性を追究する可能性として「臨床的アフローチjの有効性が提示される。

第3章では臨床的アプローチの枠組みが示された後に、各執筆者の立場から幾つかの研究事例が紹

介される。第4章では学校経営研究における臨床的アプローチの構成要件とこのアプローチの独自

性について明らかにすることが試みられている。第5章では、今後の課題として考えられるところ

の幾つかがそれぞれの立場から提示されている。

各章の柱立てと執筆者名(敬称略)は以下のとおりである。
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第 l章 問題の所在(浜田博文)

第2章 研究ー実践の関係性一現状と問題一

l節 学校経営研究は学校現場にどう受けとめられてきたか(山崎保寿)

2節 学校経営研究における実践性追及の意義と可能性(佐古秀一)

3節 学校経営研究における臨床的アフローチの可能性(天笠茂)

第 3章 臨床的アフローチの研究事例

l節 臨床的アプローチの枠組み(曽余田浩史)

2節 [研究事例AJ教授組織改革の効果に関するアクション・リサーチ(淵上克義)

3節 [研究事例 BJある公立小学校における学校改善過程とその要因に関する研究

(浜田博文)

4節 [研究事例 cJ学校の「等身大の姿j をとらえるフィールドワーク

(小野田正利・金子伊智郎)

5節 [研究事例 DJカリキュラムマネジメントに対するコンサルテーション(天笠茂)

6節 [研究事例 EJ学校組織開発を支援するプログラムの開発的研究(佐古秀一)

第4章 学校経営研究における臨床的アブ口ーチの構成要件と独自性

l節 学校経営研究における臨床的アフローチの構成要件(曽余田浩史)

2節 学校改善実践における研究者と実践者の関係性について(小野由美子)

第 5章 学校経営研究における臨床的アフローチの課題一今取り組めることは向かー

l節 研究と実践の壁を越える可能性を持つアクション・リサーチ(藤原文雄)

2W 研究者は学校現場と対等の関係に立とうとしているか? (小野田正利)

3節 現場と大学の相互影響関係による臨床的アフローチの構築に向けて(淵上克義)

4節 南アフリカの開発教育国際援助フロジェクトから学んだこと(小野由美子)

3.学校経営研究における f研究ー実践関係Jの問題点

学校経営における研究と実践との関係について、どのような問題が生じていると本書では認識し

ているのであろうか。

f問題の所在Jで浜田が提起しているのは、学界独自のコンテクストによる「研究知jの生成と、

r w非現実的な理念型』を語る規範論の定着j である。研究者が学校に依頼する調査の目的は、学

界独自のコンテクストに基づいた研究関心に基づくものであり、学校はデータ収集のためのフィー

ルドであり、 「研究対象j にすぎない。また研究者から発信されるメッセージは研究者自身の規範

的認識に基づく「べき論Jの繰り返しであり、学校現場にとっては「非現実的な理念型j に過ぎな

いものであるとする (2-4頁)。

このような状況が生じてきた背景としては、研究者による「研究知Jが実践者自身の「経験知J

とのあいだにほとんど交流関係をもたないままに生み出されてきたこと、また公教育における集権
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的システムが長く定着してきた点が挙げられている (2-4頁) 0 r教育制度Jや「教育行政jの従

属変数にとどまらない「学校経営J研究の基本的性格を解き明かそうとする研究者側の営為の中で、

実践者にとっては「あるべき学校経営Jとしての「理念型j にすぎないメッセージが繰り返し発信

されていったとの見解である。

浜田と同様に佐古も、 「規範化された知識の生産j と「研究知と実践女j]の還流機会の欠落j を指

摘する。また研究方法論に関しては、学校経営研究で用いられる概念に関わる問題について言及し

ている。 r学校経営研究で、生産される概念が、学校の現実の何と対応するのかが明確でないことj

や、 「現実の学校経営において使用される言葉と研究の概念のズレがあるために、両者のコミュニ

ケーションが成立しにくいJ (24頁)との指摘である。また学校現場での教員経験を持つ山崎も、

学校経営研究が現場の切実なニーズに答えようとしていないといった学校経営研究における課題設

定の問題と、学校経営研究における研究枠組みが学校現場の教師にとってわかりにくいといった研

究方法論の問題を挙げている(13、l5頁)。前者は、学界独自のコンテクストに基づいた研究開心

で研究課題が設定されているとする浜田の指摘に、後者は、学校経営研究で使用される概念に関わ

る佐古の指摘に、それぞれ通底するものであると言えよう。

学校経営研究における課題設定と研究方法を見直すことができるよう、研究者と実践者が相互に

交流し、学校現場にとって有効な研究成果が創出されることが必要であるとの主張が読み取れる。

4. r学校経営研究における臨床的アプローチj とは
以上のような問題状況を克服するために本書で提起された「学校経営研究における臨床的アプ口

ーチJとは、いかなるアフローチを意味するのであろうか。曽余田は第 3章でいくつかの研究事例

を紹介するに先立ち、 「臨床的アプローチの枠組みJを提示するに際して、 「現段暗において『臨

床的アプローチとは何か』という確闘とした理論的な枠組みがあるわけではないし、 『これが臨床

的アプローチによる研究である』と確信をもった研究事例を提示できるわけでもない。むしろ手探

りや試行錯誤の研究実践を積み重ねながら、演鐸的にではなく帰納的に、臨床的アプローチなるも

のを構築していくことが、臨床の精神にかなったやり方だと思われる。 J (39頁)と述べている。

曽余白の言うように、各執筆者は「臨床的アプ口ーチj に関して各々の見解を提示しており、何

をもって「学校経営研究における臨床的アプローチJであると言えるのか、本書では明確に示され

ていない。しかしそれらを概観すると、いくつかの共通点と棺違点とを見出すことができるように

も思われる。以下では執筆者が念頭においている「臨床的アフローチJなる概念を整理することと

しよう。

「問題の所在Jで浜田は、なぜ「臨床j であって「実践j ではいけないのか、との聞に対して、

「臨床Jという概念に「研究と実践との関係における継続性、相互交流性、および価値志向性を作

り出すという意味j を込め、 「研究者が一定期間続けて学校経営実践の現場およびその当事者との

直接的関係を築き、かかわりを持続させるj ことによって、 「学校経営実践者、ならびに実践者の
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間で共有されている『実践知』と研究者および研究者によって生み出される『研究知』とを双方向

に交流させJ r学校の“組織としての力量刊を高めること(その意味で『役に立つこと~ ) Jとい

う価値を志向したと述べている。また具体的な関わりかたの内実や調査方法のバリエーションは、

関心の対象となる具体的な経営事象や「相互交流性Jとの兼ね合いで判断されるべきであるとして

いる (8-9頁)。

また曽余田は、 3章で紹介された研究事例から碍認される「締床的アフローチの構成要件Jとし

て、研究者自身が学校現場へ参入してコミットすること、学校をより良くするための支援的な実践

を行うこと、研究としての要件を備えること、学校現場と研究コミュニティの相互交流の4点を提

示している (105-106頁)。ここには浜田の言う「相互交流性Jや「価値志向性j と関わる要素が

見られ、また浜田の言う rw研究知』と『実践矢lHJの双方向の交流Jに関連して、曽余田も「臨

床的アプローチ」は「暗黙知と形式知の相互循環jを生み出すことをめざすものであるとしている。

具体的には、野中部次郎の知識創造モデルに範を得、外部者の視点を持つ者との対話や協働作業を

通じて、学校現場の中で、研究コミュニティの中で、そして学校現場と研究コミュニティとの関で、

暗黙知の形式知化やそれらの検証・修正、あらたな実践による暗黙知化がなされる過程が展開され

る。それらを通じて学校の力量が高められ、研究者側も自らの暗黙知を振り返って新たな研究の在

り方を模索するのだと述べている (45-47頁)。

さらに曽余田は、支援する側(コンサルタント)と支援される側(クライアント)との関係の在

り方に焦点を当てたエドガー・シャイン (Schein，E.H.)による 3つのモデルが示唆に富むものとし

て紹介している。クライアントからの要求に応じてコンサルタントが専門的な知識・技術を提供す

る[専門的知識提供ー購入モデルj 、コンサルタントが現場に入って組織の診断をし問題解決法を

処方する「医師ー患者モデルJ、クライアントとコンサルタントが協働で診断し課題解決法を探求

する「プロセス・コンサルテーションモデルJがそれであり、臨床的アプローチにおいては「プロ

セス・コンサルテーションモデルJの哲学を基盤としながら、状況に応じてモデルを使い分けるこ

とが重要であるとしている(108-110頁)。

佐古は「プロセス・コンサルテーションモデルJに通底する議論として、学校組織開発のための

プログラムを構築・実施し、そこから学校組織に対するイメージを研究することを意図した事例を

紹介する中で、プロセス・ファシリテート機能の重要性について言及している。この概念はシャイ

ンの考察に基づいて金井議宏が提唱したものであり、研究の実践を支援するためには、コンテンツ

エキスパートとしてだけでなくフロセスファシリテーターとして関与することの重要性が、金井に

よって指摘されている点に注目している (30-31頁、 101-104頁)。

「学校経営研究における臨床的アフローチJの本質が、コンサルテーションを通じたクライアン

トとの関係作りにあるとする指摘は、天笠によって明瞭に打ち出されている(3章5節)。天笠は

小学校におけるカリキュラムマネジメントに対するコンサルテーションにおいて、学校側から求め

られ、研究者がカリキュラムマネジメントに関する知識や技法を与えたり、実践の成果や課題を評
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価した事例を紹介している。前者はシャインのいう「専門的知識提供-購入モデ、ルJ (あるいは金

井の言うコンテンツエキスパートとしての関わり)、後者は「医師-患者モテソレj にそれぞれ該当

するものと考えてよいだろう。

以上のように「学校経営研究における臨床的アフローチj の議論では、研究者の実践への関与の

在り方があらためて問い直されている。これらの考え方の根底にあるものとして、佐古をはじめと

し山崎、藤原、曽余白らが言及しているのは、社会心理学者クルト・レヴィン (Lewin，K.)による

アクション・リサーチである (19真、 43頁、 91真、 107頁‘ 129頁)。組織は動態的なシステムで

あり、そのことを理解するためにはその力動性に介入するしかないとの考え方に立ったアクション

・リサーチは、実践へ関与しながら研究する方法の一つである。その意味では、現場に参入するが

現場に影響を及ぼさないように注意を払う民族誌的アプローチとは対照的な方法として位置づけら

れる。 r学校経営研究における臨床的アプローチj の構成要件について検討した曽余田も、アクシ

ョン・リサーチにならって、 「学校経営研究における臨床的アフローチj が研究方法のーっとして

成り立ちうるための要件を吟味している(11ト112頁)。

研究事例の中に見いだしうる「学校経営研究における臨床的アプローチj の内実はどうか。先に

述べたように、本書で紹介された研究事例としては多様な研究方法が採用されたものが紹介されて

いるが、いずれも研究者の実践に対する関与の仕方に特色があるという点では共通している。淵上

はある中学校への TTの導入が学校改善に及ぼす影響について、調査法及び密接法によって実証的

に検討した事例を挙げている。研究のフロセスで仮説一検証のサイクルを常に修正しながら、導入

の準備段階から研究に携わったという点で、実践への関与の仕方に特色がある事例である (48-56

頁)。浜田が紹介しているのは、校内研修講師を位頼されたことを契機として、 6年間における学

校改善の過程とその要国を、参与観察とインタビ、ユ一、及び文書資料によって明らかにした研究で

あり、学校現場との継続的な相互交流を通じた一定の価値志向性に基づく関与といった、浜田自身

が示す「学校経営研究における臨床的アプローチJの要件が具現化された事例である (57-67頁)。

小野田と金子は、小学校の力、イドブック作成を請け負う過程を通じて「学校の等身大の姿j を捉え

ようとした取り組みの中で、当該校で問題が生じていると筆者らが感じとった学校と保護者との関

係性に関して、参与観察やインタビューを行いながら得られた仮説を紹介している (68-81頁)。

「学校経営研究における臨床的アブローチJの独自性としては、このアプローチが「問題への対

処Jや「病床j に限定されるものでないという点が、浜田や天笠によって強調されている。 r臨床

心理学j に代表されるように、 「臨床j という概念、には、相談室への来談者を相手にした「病理の

診断・治療j といったイメージが持たれがちであるが、学校経営においては、 「実践者自身が無自

覚な経営事象をあえて浮き彫りにし、 『組織としての力量を高める』ことを念頭において実践者と

ともに事態の改善に取り組むj 点に、学校経営研究としての独自の意義があるとしている(9 -10 

頁、 33頁)。複雑な事象が絡み合う学校経営においては、 f問題Jがあらかじめ顕在化していると

は限らないという点がその理由である。
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また曽余国は、個人よりも組織が研究対象となり、アクション・リサーチにならって組織のダイ

ナミクスや変化のプロセスに着自する点を、 「学校経営研究における臨床的アプローチJの独自性

として位置付けている(113-115頁)。

5.本饗の成果といくつかの簸間

先に述べたように本書では、各執筆者がそれぞれの立場から「学校経営研究における臨床的アプ

ローチj と考えられるものについて言及しており、本書の中でそれらの概念整理が明瞭になされて

いるわけではない。しかしながら、それらの幾つかに共通する指摘の中には、今後の学校経営研究

における新たな研究方法に対して示唆を与える知見が豊富にある。

中でもアクション・リサーチは、経営工学や社会心理学等の分野で進められてきた研究方法であ

り、教育分野においても授業研究や学級の組織運営に関する研究等で取り組まれてきた。本書を契

機として、他の研究分野における研究方法が検討されるとともに、学校経営研究に相応しい新たな

研究方法が見出されることにつながれば、そのことが本書における最大の成果であると言ってよい

だろう。

しかしながらいくつか疑問が残る点もあり、以下にそれらについて触れておきたい。最大の疑問

は、本書が提案する方法を用いた研究が「研究j として成り立ちうる要件について、本書の記述で

は必ずしも明らかでないという点である。先に述べたように、曽余白はアクション・リサーチにな

らって、 「学校経営研究における臨床的アフローチJが研究方法のーっとして成り立ちうるための

要件を吟味している。研究を評価する基準は、客観性や論理性という科学的基準よりも実践的有効

性という臨床的基準が優先すること、したがって分析が主観的にならないよう複数の関係者による

確認が必要であることなどがそれである(111-112頁)。また「フロセス・コンサルテーションモ

デル」の哲学を基盤としながら、状況に応じてモデルを使い分けることが重要であるとしているが

(108-110頁)、どのような使い分けを行えば良いのかについての言明はない。浜田も、具体的に

どのような研究方法を採用すべきかについては倍々に判断すべきとの見解を述べているが、ではど

のように「判断j すれば良いのか迷うところである。

この疑問に関連して想起される論文は、佐古も本書で紹介している金井喜宏 (1989)の「経営組

織論における臨床的アプローチと民族誌的アプローチj である。経管理論・組織行動論を専門とす

る著者は、定性的研究プロセスにおける c(クリニッシャン)モード(=シャインの提唱する臨床
的アプローチ)と E (エスノグラファー)モードのいずれに立っているのかを自覚せずに両モード

を行き来することは好ましくないとして注意を促している (62-66頁) 0 Eモードと Cモードは対

照的であるが故に補完的関係に立つが、しかしシャインが述べているように、 Cモードのコンサル

テーションが内容面にまで関わる「医者一患者モデルJに入り込んでしまうと、 Eモードの研究者

に戻ることは困難になり、プロセス・コンサルテーションの役割も希薄にならざるを得なくなる。

データは関係者が解決案(内容)を知らずプロセスを追う間のみ生産的に生じ、その意味が見出さ
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れるのであるとして、金井自身も自らの研究の過程ではコンテンツエクスパートとしてクライアン

トからの関に答えることは避けていたという (65-66頁、 74頁)。

このような記述に接すると、プロセス・コンサルテーションを通じて研究を行う場合であっても、

学校経営の現場は「研究対象j として取り扱われなければならないという点に変わりはないとの思

いを強くする。またコンサルテーションに基づく研究自体が規範的な研究になる点をシャインが認

めていることは、金井も上記の論文の中で指摘しているところである (77頁)。金井は、 「定性的

研究方法論は、経営学者として現場に出入りしている間に自然と身につく、という安易な姿勢を避

けることが肝要であるJ (79頁)との注意を促している。規範的な研究成果を克服するための方法

としてプロセス・コンサルテーションを通じた研究を行う場合に、それらが「研究j として成り立

ちうるための要件について、更なる検討が深められる必要があったのではないかと思われる。

このように考えると、学校経営研究における「研究-実践関係j の問題点を克服するためには、

本書で取り上げられたような「臨床的アプローチj でなくても良いのではないかとの疑問も生じて

くる。課題設定が現場のニーズとずれている、あるいは研究枠組みや概念が現場に理解されないと

いった問題に対しては、それらを克服するための研究方法としてより実行可能性が高いものが他に

も考えられるのではないか。研究者の設定する研究枠組みが学校現場にとって理解されないのであ

れば、グラウンデッド・セオリーなど、他にもいくつかの研究方法が考えられるであろう。またこ

れまでの研究成果の中にも、関様の問題意識のもとで取り組まれてきたものがあったはずであり、

それらはどのように評価されるのかとの疑問も湧く。

最も懸念されるのは、本書で数人が取り上げているプロセス・コンサルテーション自体の実現可

能性についてである。天笠が研究事例として挙げた事例は、コンテンツエキスパートとしてのコン

サルテーションの事例であり、佐古が紹介したフロセスファシリテーターの事例では、現場の教職

員がチームになってファシリテートの役割を担っていた。

プロセス・コンサルテーション自体を有効に行うためには、それだけで一定の力量が必要になる

はずである。規範的な理念型に基づく研究成果を生み出すことにこれまで学校経営研究者の関心が

向いていたのであれば、彼らによってコンサルテーションが行われた場合、コンテンツエキスパー

トとしての役割は担えるが、プロセスファシリテーターとしての役割を担うこと自体が難しいので

はないか。

このような現状を考えると、学校経営研究者による「プロセス・コンサルテーションj によって

研究を行うというモデルそのものが、規範的な理念型であると学校現場からは受け取られかねない

のではないかと危倶される。コンサルタントとしての「臨床経験j は、天笠が言うように、学校経

営研究者の職能成長を促すもの (34-35頁)と考えてこれに取り組み、これまでの学校経営研究の

問題点を克服するための研究方法としては、臨床経験のいかんに関わらず多様なものが模索されて

良いだろう。

提案されている研究方法のいくつかに関わる実行可能性について疑問が生じるのは、本書におい
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て、研究方法の提案に即した研究事例の紹介が十分になされていない点に起因しているように思わ

れる。研究者自身によるプロセス・コンサルテーションによって研究を行った事例のみならず、曽

余田が提案する暗黙知と形式知の相互循環によって研究がなされた事例など、研究方法とそれらの

方法に基づく研究事例とが対になって紹介・検討される構成がとられる必要があったように思う。

6. おわりに

曽余田が述べているように、試行錯誤の研究実践を積み重ねながら、掃納的に臨床的アプローチ

なるものを構築していくとの姿勢に立った本書は、 「学校経営研究における臨床的アプローチj を

各々の研究者が今後探求していく契機となるものであり、学校経営研究の発展に一石を投じている

点は大いに評価されて良いだろう。これまで取り組んできたことの自己批判を行うことは、それ自

体が困難なことであり、果敢に取り組んでこられた執筆者の方々に敬意を表して拙稿を終えたい。
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